
 

 

 

 

令和５年５月 12 日 

愛   媛   大   学 

 

公益財団法人日本公衆電話会から 

愛媛大学防災情報研究センターへの 

「災害時連絡方法のてびき」の贈呈式について 

つきましては、下記のとおり贈呈式を実施しますので、ぜひ取材くださいますようお

願いいたします。 

記 

 

１．日   時  令和５年５月１５日（月）１３：３０～１４：００ 

 ２．会   場  愛媛大学 城北キャンパス 社会連携推進機構 ２階会議室 

愛媛県松山市文京町３番 

 ３．出 席 者  （１）日本公衆電話会 

愛媛支部   副支部長 岡崎 充隆 (おかざき みつたか） 

四国統括支部 事務局長 白石 健一 (しらいし けんいち） 

〃   担当部長 榎宮 昭彦 (えのみや あきひこ） 

（２）愛媛大学防災情報研究センター 

センター長 バンダリ ネトラ プラカシュ 

 

 

 

 

 

※送付資料３枚（本紙を含む） 

このたび、愛媛大学防災情報研究センターは、公益財団法人日本公衆電話会から「災害

時連絡方法のてびき」５００冊及び「災害用伝言ダイヤル１７１周知用ポケットティシュ・

マスク」各５００個を寄贈いただきます。 

本冊子は日本公衆電話会が作成したもので、災害時に役立つ「災害用伝言ダイヤル１７

１」・「災害用伝言版 Web１７１」など災害時に安否確認する利用方法等が記載され、万

が一の場合に備えて、家族間で「避難方法・連絡方法」等を話し合い決める一助となるも

のです。あわせて、防災ツールのポケットティッシュ・マスクには、災害用伝言ダイヤル

１７１の利用方法がわかりやすく記載されています。 

これらは、本年度開講予定の愛媛大学公開講座「防災士養成講座」にて配布させていた

だく予定です。 
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学生中心の大学 地域とともに輝く大学 世界とつながる大学 

本件に関する問い合わせ先 

国立大学法人愛媛大学社会連携推進機構 

防災情報研究センター 藤本 

TEL：０８９－９２７－８９７４ 

MAIL：kensien@stu.ehime-u.ac.jp 



教育学部総務
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教育学部総務
引き出し線
公益財団法人日本公衆電話会から愛媛大学防災情報研究センターへの「災害時連絡方法のてびき」の贈呈式について日　時：令和５年５月１５日（月）             １３時３０分～１４時００分場　所：社会連携推進機構　２階会議室



(参考) 公益財団法人日本公衆電話会とは

(公財)日本公衆電話会は、平成２４年１０月１日に、財団法人から公益財団法人に移行しまし
た。これは平成１８年に施行された「公益財団等の認定に関する法律」に基づくもので、昭和
４７年から、町の公衆電話である「赤電話・青電話」の受託者に組織された『赤電話会』から
『財団法人日本公衆電話会』として移行して以来、財団法人移行後４０年、「赤電話会」から
６０年の歴史を引き継ぎ、公益財団法人として移行したものです。

今回、公益財団化にあたっては、旧法人の設立の趣旨、活動等をほぼそのまま引き継ぐとと

もに、新たに、『地域社会の安全と安心の向上と健全な地域社会生活の充実に寄与する』こと

を目的として掲げ、新たに公益事業を行う組織として出発したものです。

設 立 目 的 等

地域社会の安全と安心の向上と健全な地域社会生活の充実に寄与するため、以下の事業を推進

（1）「清潔・快適・便利な」公衆電話の利便向上に向けた事業

（2）「安全で安心できる地域社会」の実現に向けた事業

（3） 地域活動、ボランティア活動等その他社会貢献に向けた事業 等

組 織

本部を東京に置き、全国１１地域に統括支部、また、各県単位に支部があります。 (全国１１統

括支部、４７支部) なお、全国の会員数は約2.1万会員、会員公衆電話機数は3.5万台です。

主 な 活 動 内 容

（1） 「清潔・快適・便利な」公衆電話を基本とした利便向上に向けた事業
（2） 「安全で安心できる地域社会」の実現に向けた事業
（3） 社会生活に有用な情報を提供するための調査研究に関する事業
（4） 地域活動、ボランティア活動その他の社会貢献に向けた事業
（5） その他、公益目的を達成するに必要な事業




